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研究要旨 母子保健サービスを直接行っている表記保健所１９７を対象に「育児が不適切な家庭の支援に

関する調査」を行い、１０７（５４％）から回答があった。回答した保健所は乳児健診受診率が高く（９４％）、他

の指標も母子保健活動の高いレベルを示した。妊娠期・出産・新生児期の虐待ハイリスクと関連する情報把

握が行われており（新生児訪問１００％）、乳幼児期の指導・援助が必要と思われる家庭に対し電話・来所指

導・保健婦訪問・機関連携が行われており、虐待予防地域システムの中核として機能することが確認された。
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Ａ．目的

妊娠期から出産・新生児・乳幼児期にいたる母子

保健事業では対象とする地域の数多くの親子に対

して、健診・予防接種から育児や家庭の相談・支援

を行っており、これらの支援サービスの現状調査を

行うことから、保健所が虐待の発症前・ハイリスク

予防活動で有効に機能しうるか否かを知ることを目

的とした。

Ｂ．研究方法

東京特別区、政令指定都市および中核市の保健

所（一部の名称は保健センター）を対象とした。平成

６年度の地域保健法の改正で、乳幼児健診その他

の母子保健サービスが市町村に完全に移行したの

で、保健所で対象地域の市町村母子保健サービス

を完全に把握できる上記の保健所を今回の調査対

象とした。調査は郵送法で行った。

調査内容は、保健所の概要、妊娠・出産・新生児

期・乳幼児期の母子保健事業のうち、虐待ハイリス

クの情報入手から支援の内容まで、Ａ４用紙３枚に

約１００項目の質問にまとめた。

Ｃ．研究結果

結果を表１－６に示した。１９７保健所に発送し、

回収率は５４％であった。

１）調査対象保健所と所管地域の概要（表１）

調査対象とした保健所の所管地域の概要の平均

は、人口１８．１万人、世帯数９．５万、世帯の家族

数は２．４１人、外国人籍は人口の１８．５％であっ

た。

年間の出生は約２０００人であるが、乳児健診率

（３－４月児）は９４％と極めて高く、母子保健活動

力の高い水準を想定させる。特別区、政令指定都

市、特別市の間で出生、死亡、低体重出生、乳児

健診率、対人口保健婦率の差はなく、今回の調査

対象を我が国の都市における平均とみなすことが

できる。

２）妊娠中の援助サービス（表２）

妊娠届の際の母子手帳交付は、約７割以上の保

健所で行われており、その際の母親（両親）学級の

周知９４％、妊娠に関する系統的質問調査が１７％

になされている。妊婦の不安解消の対応は９７％の

保健所でなされている。

３）出産・育児開始期のサービス（表３）

保健所における出生の把握は母子手帳・別冊に

綴じこまれた出生連絡票によるほか、出生届けの

際の戸籍課からの連絡その他による。保健所に来

所した家族に対して、妊娠経過、母親の体調、新生

児の状況が殆どの保健所（８０－９７％）で質問さ

れ、育児意欲や相談相手の有無の質問が半数をこ

える保健所で質問されている。

４）新生児期の援助サービス

新生児訪問は全ての保健所で行われ、訪問対象

は初産、病院連絡が８１％の保健所、希望者のみ

を対象とする保健所は１６％であった。



新生児訪問を行う職種は助産婦と保健婦である

が（９２．５％）、保健所職員に助産婦を採用してい

る保健所は極めて少なく（表４）、多くは地域の助産

婦会への委嘱や嘱託採用と推定される。

７０％以上の保健所が、訪問の際の気がかりな

家庭として考えている状況は、母親の体調、児の健

康、育児を知らない、未婚、経済的問題、児の受容

ができない、夫に問題がある、などである。その他、

育児をしない、マタニティブルー、相談相手がいな

い、など。これらの項目は虐待ハイリスクもしくはこ

れと関連する事項であり、現行の新生児訪問は虐

待の早期の情報把握として機能していることを示唆

している。これらの気がかりな家庭に対する保健所

の対応は、約半数の保健所が継続して様子をみる

か、関係機関との連携を進めている。低出生体重

児など病院から連絡のあった家庭に対する訪問は

９５％の保健所が行っている。

５）乳幼児期の育児援助サービス（表５）

乳幼児健診の対象者把握は、リストの作成（１０

０％）、対象者家庭への個別郵便連絡（９６％）は殆

どの保健所で定着している。しかし、このサービス

の転入者への対応は、住民登録時に戸籍課、ある

いは戸籍課から保健所への連絡などで、７割の行

政機関が対応・周知しているが、３割の機関は何も

行っていない。

健診の未受診者に対して電話・訪問などの対応

は、保健所の７９％が行っている。精密健診など、

健診で病院を紹介した児について、その後の様子

を聞くなどの情報把握は７２％で行われている。ま

た、育児指導や援助が必要と考えられる家庭に対

して、殆ど（９８％）の保健所が電話・来所指導・訪

問指導・他機関との連携などで対応している。

６）虐待者に屡々みられる、「住民登録をしない」「何

度勧めても健診を受診しない」「訪問しても対応しな

い」などの困難な事例に対する方策としては、民生

委員、児童委員などの活用が記載されていた。

Ｄ．考察

子どもの虐待が一旦発症すると親子の治療は屡

々困難であり、子どもが乳幼児であれば致命率は

高く、また、虐待の結果として中枢神経系やその他

の臓器の重篤な損傷を残す。従って、虐待の早期

発見と早期援助が望まれるが再発防止に向けての

援助や対応も容易には効果をあげないことが多い。

そこで虐待発症の要因解析を行い、その要因のひ

とつづつを遮断し、発症前に予防を行う方策が求め

られる。

本研究に先立つ厚生省心身障害研究「虐待予防

班」では、１９８６年から全国の主要病院小児科を対

象に虐待事例の調査を継続し、データベースを作

成し、要因解析や経年変化、地域分布、重傷例の

特長などを研究してきた。特に要因解析では、親

（養育者）の要因、子どもの要因、家庭の要因、経

済・社会的要因などを明らかにした。 その中で、

「望まぬ妊娠・出産」から始まる虐待要因は、妊娠

期からの適切な支援を必要とし、また、「低体重出

生児・双生児・発達障害児」などの要因に基づく事

例は、それぞれの要因が発生した段階から必要に

応じた経過観察と支援が重要であること等々を提

言した。この考えは、妊娠期から新生児・乳幼児期

を通しての母子保健活動に「虐待ハイリスク」の把

握と早期援助で虐待発症を未然に防止する地域シ

ステムを構築するものである。そこで、この可能性

を探るため母子保健の受け皿である保健所（保健

センター）の現状につき全国調査を行った。

１．大都市もしくは中都市の保健所を調査対象とし

たが、低体重出生児比率・乳児死亡率・乳児健診

受診率でみて政令市、政令指定市、中核市の間で

差はなく、また、これらの数値は全国の指標に近い

値で高い母子保健活動の水準を示す。今回調査の

対象では外国人登録が１８．５％あり、虐待ハイリス

クである外国人家庭と関連して注意を要する。

２．妊娠期の母親学級の周知や妊娠不安に対する

対応は７割からー９割の保健所で実施され高いサ

ービスレベルである。妊娠・出産・新生児期の保健

や支援サービスに関しては、助産婦の活動が期待

されるが、保健所職員の助産婦の比率が極めて低

いことから、助産婦資格の獲得の必要がある。

３．新生児・乳幼児の情報把握と支援の機能につい

ては、結果の各項に示したように、現行の保健所・

乳幼児援助サービスは、虐待ハイリスクの把握と援

助が可能なシステムとして機能している。

４．保健所サービスの密度は高いが、問題は用意さ

れた行政サービスに乗らない人たちで、この集団の

中に虐待事例が高率に含まれる。こうした例の発掘

には、民生委員や児童委員あるいは保健指導員な

ど地域に密着した活動を続けている人たちとの連

携が重要となってくる。

Ｅ．結論

現行の母子保健サービスシステムは虐待の発症

前（ハイリスク）予防に有効に機能しうる。






